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大分類 中分類
提案
会派

項目 検討内容 備考

民主 委員会 特別委員会の位置付け

・議員同士の議論が少なく、特に特別委員会の位置
づけが不明確。期限を切り、全員が所属しないで真
に必要なものとすべきである。
・議員相互間の自由な討議。
・市民意見を公平に取り入れ、議員間の討議をして
政策を創り上げ、提案することが重要。

ヨコ会 委員会
常任委員会、特別委員会の委員会数の
見直し（整理・統合）

委員会の整理統合

d.委員任期 みんな
議会自
身

議会自身について（活発な議論を実現
するために）

常任委員会の任期の在り方

３　委員任期のあり方について
　　複数年にわたる懸案事項や重要案件など委員会審査と現行の委員
　任期のあり方について協議した結果、

〈多数意見〉
　委員任期は現行どおりとする。
〈少数意見〉
　特別委員会については、複数年にわたる計画等を審査するために委
員任期の複数年制について協議する。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

e.協議又は調整を
行う場

みんな
議会自
身

議会自身について（活発な議論を実現
するために）

・議員間討議の実施

１　委員間討議について
　　委員会審査のあり方や委員間討議を確保する運営について協議し
　た結果、

〈多数意見〉
　必要に応じ適宜委員間での討議は行われているが、引き続き討議に
より合意形成に努めることとする。
〈少数意見〉
　執行機関との質疑後に委員間討議の場を設けることを検討すること
とする。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

２　協議又は調整の場について
　　議会における議案の審査、議会運営の充実を図るため、議員・委員
　間協議や調整の場の設置について協議した結果、
　　議会の機能強化、議会活動を円滑かつ効率的に行うために、必要
　に応じ協議又は調整の場を設置すること。また団長会議、全員協議会
　など必要に応じて会議規則で位置付けていくことを全会一致で決定し
た。

f.議員連盟

　議会・議員活動における議員連盟のあり方について協議した結果、議
員の活動として、目的達成に向け効率・効果的に行うことを全会一致で
決定した。

g.調査機関 ｂ．補助体制に掲載

１　常任委員会のあり方について
　　現行の８常任委員会の構成や委員定数について検証し、より活発な
　委員会運営に向け協議した結果、
　　機構改革や局事業の関連性などから、その都度所管局は議論され
て
　おり、また組織・局数からも、現行どおりとすることを全会一致をもって
　決定した。

２　特別委員会のあり方について
　　特別委員会の位置付や委員会数など、そのあり方について協議した
　結果、
　　付議事件を調査・研究テーマとして委員間討議や有識者の知見活用
　による政策提言、意見型の運営方法としており、また、市会運営委員
　会において役員改選の都度委員会の見直しを協議することから、現行
　どおりとすることを全会一致をもって決定した

協議結果

会派等提出の検討項目

(4) 議会の組
織・権限・審議

①組織

c.委員会構成

基本的な論点
論点に対する会派
等提出の検討項目

（抽象化）



№３

大分類 中分類
提案
会派

項目 検討内容 備考

議会の監査権限の強化 監査委員の活用

行政法人を含む外郭団体への審査

政策執行に関する監視及び評価

ネッ
ト・無
所属ク
ラブ

議会の
役割

　現在、地方自治体においては議会と
首長との二元代表制となっているもの
の、予算編成権とその日常的な執行と
いう首長の持つ権限は相対的に大き
く、近年の地方分権の推進により、そ
の比重は一層増加しています。
　二元代表制の本旨からも、また最も
住民生活に身近な自治体の主権在民を
実現するためにも、両輪の一方である
議会が、これまで以上の力を培い、首
長権限との正当なバランスを保ってい
く事が重要であると考えます。

健全な二元代表制を実現するために議会の権限強化
が現行法制下の自治体レベルで、どのようなアプ
ローチによりどこまで可能なのかについて専門家を
交えた議論、認識共有。

公明
議会の
権限

積極的な議員提案（政策提言）の仕組
み

当局
議会の
権限

政策に係る議員提出議案を提出する際
の当局とのルール設定

提案者は、議案発送日の概ね１ケ月前までに、条例
原案に関係する局等に対し情報提供及び予算措置の
要請などを行う等

c.議決事件 みんな
議会と
行政

議会と行政の関係について（二元代表
制における役割を明確にするために）

総合計画、基本計画への議会の積極関与（行政が作
成した案を議論するのではなく、策定の段階から議
会も関与する。例えば、各会派から代表を送って審
議に参加するなど。あるいは基本計画を議会の議決
事項にするなど。）

ａ．議会の権限に掲載

a.審議のあり方（全
般）

民主 本会議 本会議における審議の形骸化 大分類（３）「議会と執行機関の関係」で協議済

会期の決定方法

会期中の日程調整
会期の決定など形式的なことは本会議ではなく、運
営委員会で決められるようにすべき。

(4) 議会の組
織・権限・審議

③審議

b.会期

会派等提出の検討項目

協議結果

②権限

公明

a.議会の権限

　 政策条例に係る議員提出議案については、団長会議で決定している
立案手続に加え、現地調査や意見聴取などが行える旨や、運営委員会
でその都度決定している議案の取り扱い、議会局の処理すべき事項を
明確にすることなどについて協議した結果、
　現行の市会運営委員会申し合わせ・確認事項及び団長会議決定を
遵守し、現行どおり、各案件の内容等に応じ必要な協議を行い、円滑
な議員提案の提出を図ることを全会一致をもって決定した。

１　地方自治法第９６条第２項に基づく議決事件の拡大について
　　議会の権限強化に向けた取り組みとして、地方自治法第９６条第２項
　に基づく議決事件の拡大について協議した結果、

〈多数意見〉
　基本構想、行政全般に係る基本的な計画及び各分野における基本的
計画等の策定、変更及び廃止を議決事件とする。また、計画等につい
ては、策定前の説明及び策定後に定期的な報告を求めることする。
　ただし、各分野における基本的な計画等に関しては、策定前に説明を
受けた所管の常任委員会で、議決すべき事件とするか判断する。
 
〈少数意見〉
　　基本構想を議決事件とし、その他の計画は策定前の説明、策定後の
報告を求めることとする。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

　　なお、多数意見において、 常任委員会での判断にあたり、期間等に
　よる指標を定める必要がある、との意見があった。
　（案）常任委員会での指標は、次のとおり市会運営委員会申し合わせ
　　　確認事項としてはどうか。
　　　　　各分野における基本的な計画等において、市内全域又は全市
　　　　民を対象とした基本的な方向性を定める３年以上にわたる計画
　　　　又は指針のうち、特に重要なものの策定、変更又は廃止するもの
　　　　を議決すべき事件とする。

２　委員会審査のあり方について
　　常任委員会での事務調査の拡充や決算と予算の審査のあり方や
　その審査方法、また議員からの資料要求への当局の対応などについ
　て協議した結果、
　　常任委員会、予算・決算特別委員会審査において、独立行政法人
　を含む外郭団体の審査を適宜実施するとともに、参考人制度などを
　活用し、外郭団体の責任者が出席したうえで審査できる仕組みについ
　て協議することを全会一致をもって決定した。

b.議員提案の仕組
み

民主

議会の
権限

定例会

１　会期の決定方法について
　　それぞれの会期日程の標準を定め運用するなど会期の決定方法に
　ついて協議した結果、会期日程は概ね２か月前に市会運営委員会で
　決定されていることから現行どおりとすることを全会一致をもって決定
　した。
　
２　会期中の日程調整について
　　会期中の会議日程の調整については、委員会室数など物理的な制
　約があることから協議した結果、
　　議員は、会期の日程を最優先とすることを市会運営委員会申し合わ
　せ・確認事項とすることを全会一致をもって決定した。

論点に対する会派
等提出の検討項目

（抽象化）

基本的な論点



№4

大分類 中分類
提案
会派

項目 検討内容 備考

公明 定例会 定例会の回数・会期
会期中の日程調整を容易にするため、「議会優先
ゾーン」日程を設定すべき。

みんな
議会自
身

議会自身について（活発な議論を実現
するために）

議会の会期の在り方

自民
議会活
動

本会議・委員会（請願、陳情審査）等
議会審議・活動

民主
請願・
陳情

請願などの審議方法

常任委員会で議論する際に、一部の文言が問題に
なって採択されないことが多い、委員会での議論を
踏まえて内容を修正し、採択できるようになれば、
もっといい結果を出せるのではないか。

公明
請願・
陳情

請願と請願署名議員の公正化（議員の
自己請願の取り扱い）

共産
常任委
員会

陳情も付託対象として、審査する。

ヨコ会
請願・
陳情

請願書及び陳情書のあり方と紹介議員
の取り扱いについて

b.会期

(4) 議会の組
織・権限・審議

③審議

c.請願・陳情審査

基本的な論点 会派等提出の検討項目
論点に対する会派
等提出の検討項目

（抽象化）

１　請願・陳情審査について
　　行政要望等の陳情については、運営委員会で付託しないとした決定
　を踏まえ、付託陳情と付託外陳情の取り扱いの差異について協議した
　結果、

〈多数意見〉
　市会運営委員会で議論されてきている経緯もあることから、現行どお
りとする。
〈少数意見〉
　行政要望等を含むすべての陳情を付託し審査することとし、請願者、
陳情者の意見陳述の場を設けることとする。

　　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

２　請願・陳情受理期限について
　　会期における審議・審査の都合上、現行、当初議案上程日の５日
　前としている請願・陳情の受理期限について協議した結果、

〈多数意見〉
　現行どおり当初議案上程日の５日前とする。
〈少数意見〉
　定例会中の請願・陳情の受理期限について、あらためて協議する。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

３　審査結果通知について
　　請願の審査結果の通知については、運営委員会において会議規
　則どおり理由を付記しないと決定した経過を踏まえ、結果通知に不
　採択理由を付記することについて協議した結果、

〈多数意見〉
　市会運営委員会において議論されてきている経緯もあることから、現
行どおりの取り扱いとする。
〈少数意見〉
　審査結果通知に採択・不採択の理由を明記する。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

４　議員の自己請願及び紹介議員について
　　議会での審議と議員の関わりや、自己請願について協議した結果、

〈多数意見〉
　議員は審議権、議決権を持っていることから、自己請願は遠慮するこ
と等を協議する。
〈少数意見〉
　市民としての請願権もあることから、各自が判断すべきことであるため
現行どおりとする。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

協議結果

３　定例会の回数・会期について
　　地方自治法の一部改正により、条例で通年会期と定めることができ
　ることを踏まえ定例会数、会期日程のあり方について協議した結果、

〈多数意見〉
　現行どおりとする。
〈少数意見〉
　会期日程については、議案発送から本会議質疑までに必要な期間を
確保すること、及び各会派への議案説明を早めることについて協議する
こと。

　　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。



№5

大分類 中分類
提案
会派

項目 検討内容 備考

d.予算議案の審査
方法

当局 本会議
予算議案に対する審査方法（予算研究
会、予算代表、予算関連、局別審査、
総合審査）の再検討・見直し

　予算議案は、現行本会議で予算代表質疑及び予算関連質疑を、予算
特別委員会で局別審査を１０日間と総合審査を行っているが、予算議案
の審査方法について協議した結果、

〈多数意見〉
　今までも必要に応じ市会運営委員会で協議されていることから、市会
運営委員会で協議すべきである。
〈少数意見〉
　本会議での予算質疑に関する日程を拡大する。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

みんな
議会自
身

議会自身について（活発な議論を実現
するために）

委員会への議員のパソコン持ち込み許可

ヨコ会
会議運
営

市会として、本市が取り組んでいる電
子市役所の先取りを行い簡素で効率的
な議会運営をおこなう。

パソコンやパワーポイントなどの情報機器の活用と
パソコンの本会議・常任委員会への持ち込み

f.採決方法 当局 本会議
議案等の電子採決（押しボタン式投票
の）導入

　現行の採決方法について協議した結果、他都市での導入実績、費用
対効果などから現行どおりとすることを全会一致をもって決定した。

g.委員外の発言 共産
常任委
員会

委員会での審査を、行政への質問だけ
でなく、議員相互で意見交換を行える
ようにする。

当該委員会の委員ではない議員の発言を認める。

　委員会審査における委員外議員の出席及び許可制としている発言に
ついて協議した結果、

〈多数意見〉
　委員会運営上、委員外議員の発言は、委員会の許可制となっている
ことから現行どおりとする。
〈少数意見〉
　会派所属議員がすべての常任・特別委員会委員に就任していない会
派の委員外議員の発言の機会を設けることとする。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

(4) 議会の組
織・権限・審議

基本的な論点

e.パソコン等の持込
み

論点に対する会派
等提出の検討項目

（抽象化）

　委員会室へのパソコン等の持ち込みと議場及び委員会室で議員が
プロジェクター等を使用することについて協議した結果、

〈多数意見〉
　今までも必要に応じ市会運営委員会で協議されていることから、市会
運営委員会で協議すべきである。
〈少数意見〉
○パソコンの持ち込みに当たっての課題や環境などを議論する。
○議会の活性化から、ルールは必要だがパソコンの持ち込みを認める。

　との意見に分かれたが、多数意見をもって決定した。

協議結果

会派等提出の検討項目

③審議



 

1 

適正な議員定数や議員報酬についての有識者の意見等 

 

 

１ 三重県議会 議員報酬等に関する在り方調査会 ＜平成24年６月28日 議長最終報告＞ 

【座長：大森 彌 東京大学名誉教授】 

  （注）当該調査会において、議員定数については議論されていない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

議員報酬等に関する在り方調査会最終報告（要点） ＜抜粋＞ 

 
三重県議会議員の活動と議員報酬のあり方 

○議員報酬のあり方を検討するに当たり、同じ公選職である知事との計数的な比較を行う。 

 

○基本算定式は、議員報酬＝知事の給料×職務活動時間による比率 
比較すべき知事の給料は条例本則額（128万円／月額） 
職務活動時間による比率は、知事を１とすれば議員は0.7 

 

○基本算定式により試算すると議員報酬額は、128万円(知事の給料)× 0.7 ＝ 89.6万円 

 

○基本算定式によって導かれる議員報酬額は次の２つの観点からさらなる検証が必要。 
十分に議員の活動を保障するものであるかどうか、議員による検証が必要。 
活動実態とこれに要する経費等について十分に県民の理解を得るため、議員自らが説明責任を果たす。 

 
おわりに 

○議員報酬の在り方を提案した「中間報告」(平成24年１月30日 同調査会報告）について 

・条例本則に規定すべき議員報酬の適正額の在り方やその根拠について、知事との比較をもとに明らかにした。 
・その時々の社会経済情勢や県の財政状況等を考慮して行われる附則や特例条例による減額は政治的判断によ

るもの。 
・中間報告では政治的判断は一切行っておらず、報酬の増額を提言したものではない。 

＜参考＞三重県議会現況 
条例では、議員報酬は月額83万円（三重県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 第2条） 

ただし、「三重県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」の附則を改正して減額している。 
・ 議長、副議長及び議員の議員報酬月額の7.8％を減額する（期末手当には反映しない） 
・ 期間は、平成25 年４月から平成26 年３月までの１年間とする（平成25年２月27日 議決） 

２ 
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２ さいたま市議会 議会の在り方に関する調査会 ＜平成25年２月４日 議長報告＞ 

【会長：松本 正生 埼玉大学経済学部教授】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さいたま市議会 議会の在り方に関する調査会報告書 ＜抜粋＞ 

 
Ⅰ.「議員報酬に関すること」についての調査審議の報告 

本調査会においては、議員報酬はそもそも地域の代表者としての身分給としての意味合いもあり、単純に活動

時間から算出できる性質のものではない、実社会上の給与などでも綿密に積算され、定められているものは少な

く、数値だけから判断できるものではないのではないか、といった意見もあったものの、現在の議員報酬額が適

正であるかどうかを議論するにおいては、何らかの試算を行わないことには判断できないとの意見からも試算を

行うこととしました。 

試算の方法については、<略>本調査会にて議員の議会開会中及び閉会中のそれぞれ２週間の活動実態を把握す

るために９月に実施した議員への議員活動調査の結果を当てはめて試算を行いました。 

 

議員報酬額の試算概要 

１ 議員活動時間（日数）モデルの算出 

年間の議員活動日数モデルは、125 日（開会中）＋196 日（閉会中）＝321 日 

議員活動の中には、公務性のある活動と私的な活動との線引きの難しい活動が含まれ、 

基準となる活動日数モデルは 321日×0.8＝257日 と定めました。 

２ 議員報酬モデルの算出 

議員報酬月額＝市長の給料月額×（議員の活動日数モデル/市長の職務日数365 日） 

（ ＝1,243,000 円 × 70.4 パーセント（257 日/365 日） ≒ 875,000 円 ） 

議員報酬モデル（月額）875,000 円 

 

「議員報酬に関すること」についての調査審議のまとめ 

前述の試算結果では、まず議員報酬額は875,000 円と算出されました。また、議員報酬の対象となる活動を

厳しく狭めて試算した場合でも745,000 円でありました。 

本試算は議員報酬額がこの金額であるべきだと示すものではなく、現在の議員報酬額の妥当性を判断するため

のものであり、その意味からも今回の結果では、標準的な視点及びやや厳しい視点の２点から算出した金額と比

べ、議員報酬額807,000 円（議会の自主的な判断に基づく減額措置のため現状(25年２月４日報告時点)は

722,000 円 ※）は大きくかい離するものではないことが確認できました。 

同時に、他の政令指定都市の議員報酬額、または市長の給料との比較などをみてもさいたま市の議員報酬額は

大きく離れるものでないことも確認しました。 

これらのことから判断すると、現在の議員報酬額については妥当な金額になっているものと考えます。 

※23・24年度の２か年のみ減額措置。25年度は減額措置せず、規定の報酬額を満額支給 

 

Ⅲ.「議員の定数に関すること」についての調査審議の報告 

 
主な視点 この３点を判断材料にしながら、現状、役割、規模等といった多面的視点から調査 

１ 地域代表としての議員の役割とさいたま市の地域性との関わり 

２ さいたま市の合併の経緯における議員の役割の変化 

３ 他の政令指定都市や埼玉県内の他市との状況比較 

 

「議員の定数に関すること」についての調査審議のまとめ 

  以上の３つの「主な検討視点」をはじめ、多角的な視点からさいたま市議会の議員定数の在り方について調査

審議した結果、政令指定都市のほか埼玉県内の他市との比較においてもバランスを欠くものでもなく、また、合

併時の旧４市の総議員定数と比較してもすでに約54％の議員削減を行っている中で、政令指定都市となったさい

たま市における議会の議員の役割の変化、地域コミュニティの代表としての議員の役割や市政の監視機能、調査

機能、政策形成機能などを考えても現在の議員定数60人は妥当であると考えます。 

また、行財政改革が叫ばれる中、議員の定数に関しては、コストカットの側面ばかりが強調され、選挙のたび

に削減数が議論されるという悪循環が繰り返されています。 

こうした傾向は、議会本来の機能を果たすためにも、そろそろ終止符を打つ必要があると思われます。 
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